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令和５年度 財政収支見通しの概要 

 

   令 和 ５ 年 1 2 月 

財 務 部 財 政 課 

 

１ 行財政運営を取り巻く環境の変化 

  「財政収支見通し」の概要説明の前に、まず合併後から現在までの財政状況を、普通

会計決算統計データ等に基づき説明いたします。 

 

（１）普通交付税の推移と見通し  

丹波市の普通交付税額（臨時財政対策債を含む）は、合併算定替による特例加算措

置や合併特例債の発行もあり、緩やかな伸びを示してきました。 

平成20年度には、地方の活性化を目的とした「地方再生対策費」の創設、さらに平

成21年度からは、リーマンショックに対応した景気・雇用対策として「地域雇用創出

推進費」等の臨時的な加算措置がとられ、平成22年度は過去最高額となる約140億円と

なりました。 

しかし、平成25年度以降、これらの臨時費目の縮小や基準財政収入額の増加、さら

に平成27年度からの合併算定替による特例加算措置が令和元年度で終了し、令和５年

度の臨時財政対策債を含む普通交付税額は、約104億円となっています。 
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（２）普通建設事業費の推移 

 普通建設事業費の平成26年度から令和４年度までの決算額の平均は、それぞれ総額

ベースで約54.9億円、一般財源ベースで約7.2億円、市債の発行額が約31.3億円となっ

ています。 

今後も、道路や橋りょう、河川等の社会インフラの更新・改良経費が継続的に見込

まれ、市税や交付税等の一般財源の投入が必要となり、財政面では現在よりも厳しい

状況が見込まれます。 

このような中、学校の統廃合や庁舎の老朽化問題など、重要課題の実施に向けては

限られた財源を活用し、より重点的かつ効率的な事業展開が必要です。 
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（３）公債費の推移 

公債費は、過去に発行した市債により歳出に占めるその割合が高い状況であります

が、平成 17 年度から令和４年度の間に約 207 億円の繰上償還を実施し、後年度の公

債費の軽減や市債残高の縮減に大きな効果をあげています。 

   今後も、適切に市債の発行を管理し市債残高と公債費を縮小するための取組を継続

していきます。 
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（４）人件費の推移 

人件費は、平成17年度以降の勧奨退職者の増加等により縮小し、職員給は減少して

います。 

平成26年度は、臨時特例（※注）による減額が終了したこと、給与改定により基本給

が増額したこと、及び災害等により時間外勤務手当が増額したことにより、増加して

います。 

また、平成29年度、平成30年度は、任期付職員を採用したこと、新たに再任用職員

を採用したことによる職員増、給与改定や平成30年度豪雨災害対応による時間外勤務

手当の増等により、職員給与等が増加しています。 

令和２年度以降は、会計年度任用職員制度の導入により、従来の非常勤一般職員及

び臨時職員に相当する職については、会計年度任用職員としての任用となっています。

これに伴い、令和元年度以前は物件費として分類していましたが、令和２年度以降は

人件費（委員等報酬）に分類されたため、増加しています。 

（※注）国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処するため、国家公務員の人件費を削減する臨時
特例措置に準じた給与の減額措置 
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２ 過去 10 年間の決算状況 

平成 25 年度から令和４年度の決算規模（表１）は、歳入の平均が 404.4 億円、歳出の

平均が 378.3億円、実質収支では平均が 17.7億円の黒字、実質単年度収支では、平成 26

年度、平成 28年度、平成 29年度、令和４年度が赤字となっていますが、平均では 5.0億

円の黒字、累積額が 49.8 億円の黒字を計上し、収支については健全性を維持した決算と

なっています。 

歳入では、市税（表２）が平成 28 年度以降、納税義務者や給与所得の増加、製造業を

中心に企業の業績の伸びによる設備投資等の増加等により年々増加傾向にあり、令和３年

度は給与所得等の減少により 78.8 億円となりましたが、令和４年度は譲渡所得等の増加

により 81.9億円となっています。 

一方、地方交付税は、臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税の総額では、令和４年

度が 121.6億円となり、平成 25年度と比較して 29.6億円減少しています。 

歳出（表４）では、人件費が平成 25 年度で 48.3 億円、令和４年度が 57.4 億円で 9.1

億円の増加（うち職員給与では、31.5億円が 32.6億円となり、1.1億円の増加）、公債費

では、令和４年度までの繰上償還の実施により総額で 13.1 億円の減額となっています。

合併特例債を活用した事業を推進している中ではありますが、行財政改革による歳出削減

の効果が表れています。 

さらに、特別会計を含む市債残高（表５）では、平成 25 年度の 784.7 億円が、令和４

年度に 615.5 億円となり、169.2 億円の減額となっています。一方で、特別会計を含む基

金残高では、平成 25年度の 173.9億円が、令和４年度に 186.2億円となり 12.3億円の増

額となっています。 

 

  

 

 

  

表１　丹波市　決算収支等の推移【普通会計】≪総額ベース≫ （単位：億円）
　　　　　　　　　 年度
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
単純累計
H25～R4

平均

歳入　① 382.6 466.4 410.1 412.9 372.2 401.7 374.2 424.7 390.0 408.8 4,043.6 404.4

歳出　② 357.7 419.5 367.8 386.5 350.9 378.4 357.1 404.8 368.4 392.2 3,783.3 378.3

形式収支　③＝①－② 24.9 46.9 42.3 26.4 21.3 23.3 17.1 19.9 21.6 16.6 260.3 26.0

翌年度繰越財源　④ 9.1 25.2 9.7 8.5 8.9 9.3 5.0 3.6 2.2 1.6 83.1 8.3

実質収支 ⑤＝③－④ 15.8 21.7 32.6 17.9 12.4 14.0 12.1 16.3 19.4 15.0 177.2 17.7

単年度収支
⑥＝⑤－前年度実質収支

△ 3.1 5.9 10.9 △ 14.7 △ 5.5 1.6 △ 1.9 4.2 3.1 △ 4.4 △ 3.9 △ 0.4

財政調整基金積立金⑦ 0.2 0.2 4.1 0.1 0.1 0.1 5.5 0.1 0.1 0.1 10.6 1.1

繰上償還金　⑧ 20.8 13.0 8.4 4.7 5.1 3.4 0.0 0.0 6.5 6.5 68.4 6.8

財政調整基金取り崩し額 ⑨ 0.0 19.9 0.0 0.0 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0 3.3 25.3 2.5

実質単年度収支
⑩＝⑥+⑦+⑧-⑨

17.9 △ 0.8 23.4 △ 9.9 △ 0.3 3.0 3.6 4.3 9.7 △ 1.1 49.8 5.0

5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２　市税及び地方交付税等の推移 （単位：億円）
　　　　　　　　　 年度
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
単純累計
H25～R4

平均

市税(A) 76.5 77.5 76.3 78.1 79.6 81.1 79.9 80.0 78.8 81.9 789.7 79.0

譲与税・交付金等(B) 12.9 13.3 18.5 16.7 17.6 18.3 18.2 20.8 24.1 23.4 183.8 18.4

普通交付税　① 122.3 122.1 119.1 112.6 108.1 105.4 105.6 96.1 107.0 103.0 1,101.3 110.1

特別交付税　② 13.9 20.0 15.1 15.7 15.5 16.5 15.6 14.8 15.7 15.9 158.7 15.9

臨時財政対策債　③ 15.0 14.5 13.0 10.2 10.2 9.9 7.5 8.2 10.0 2.7 101.2 10.1

小計(C)＝（①＋②＋③） 151.2 156.6 147.2 138.5 133.8 131.8 128.7 119.1 132.7 121.6 1,361.2 136.1

合計(A)+(B)+(C) 240.6 247.4 242.0 233.3 231.0 231.2 226.8 219.9 235.6 226.9 2,334.7 233.5

表３　実質単年度収支の黒字要因 （単位：億円）
　　　　　　　　　 年度
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
単純累計
H25～R4

繰上償還の効果額
（公債費削減額＜元金及び利子＞）

10.9 11.8 13.0 13.7 13.4 13.8 - - 11.1 9.9 97.6

合併特例債交付税算入額 11.7 13.2 15.7 16.5 17.7 18.1 19.7 19.0 17.0 16.1 164.7

合計 22.6 25.0 28.7 30.2 31.1 31.9 19.7 19.0 28.1 26.0 262.3

表４　人件費、公債費、扶助費の推移 （単位：億円、％）
　　　　　　　　　 年度
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R4-H25
増減率

H25年度比

人件費 48.3 50.0 48.5 47.6 49.2 50.1 48.7 56.9 57.6 57.4 9.1 18.8

　うち職員給 31.5 33.3 32.5 32.5 33.7 34.8 33.3 33.0 33.2 32.6 1.1 3.5

公債費 64.4 54.8 50.7 46.8 49.2 48.4 45.7 45.2 51.8 51.3 △ 13.1 △ 20.3

　うち経常経費
　（繰上償還を除く）

43.2 41.8 42.3 42.1 44.1 45.0 45.7 45.2 45.3 44.8 1.6 3.7

扶助費 43.8 46.1 45.8 47.7 47.7 46.3 50.8 52.0 66.8 57.7 13.9 31.7

　うち充当一般財源 14.0 14.0 16.3 16.0 16.1 15.7 16.6 15.6 15.4 15.9 1.9 13.6

合計 156.5 150.9 145.0 142.1 146.1 144.8 145.2 154.1 176.2 166.4 9.9 6.3

表５　市債・基金残高の推移 （単位：億円、％）
　　　　　　　　　 年度
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R4-H25
増減率

H25年度比

市債残高（全会計） 784.7 795.6 772.5 760.9 736.6 740.0 719.6 687.5 647.6 615.5 △ 169.2 △ 21.6

　うち市債残高（普通会計） 334.2 365.3 357.9 363.2 354.8 374.8 371.3 355.9 331.8 316.7 △ 17.5 △ 5.2

基金残高（全会計） 173.9 153.6 146.3 149.2 152.5 153.3 164.5 167.4 177.9 186.2 12.3 7.1

　　うち基金残高（普通会計） 159.6 140.0 141.0 142.4 145.1 141.7 153.5 156.1 166.8 173.3 13.7 8.6

　　うち財政調整基金残高 66.6 46.8 50.9 51.0 51.1 49.2 54.7 54.9 55.0 51.8 △ 14.8 △ 22.2

表６　健全化判断比率 （単位：％）
　　　　　　　　　 年度
区分

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

実質赤字比率 － － － － － － － － － － ※該当なし

連結実質赤字比率 － － － － － － － － － － ※該当なし

実質公債費率（算定替３か年平均） 9.9 8.4 6.8 6.4 6.3 6.7 6.1 5.7 6.1 6.5

将来負担比率 12.0 26.1 18.5 15.9 16.8 13.8 － － － －
（△1.5）（△13.6）（△27.5）（△42.6）
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３ 財政収支見通し ＜資料１～資料４＞ 

（１）財政収支見通し策定の趣旨 

 財政収支見通し策定の目的は、前年度の決算結果を踏まえ、当該年度から10年間を

対象として、健全な財政運営を維持し、将来の財政運営の方向性を導く指針となるも

のであり、毎年度見直しを行っています。 

しかし、国が毎年度策定する地方財政計画等における地方財政措置（税制改正、交

付税措置、地方債計画等）については、大きな変更も予測されるとともに、経済情勢

によっても収支見込みに大きな乖離を生じることがあるため、算定の前提条件につい

ては、毎年度変更点を検討し、最も妥当な条件（歳入については、過大とならないよ

う、また歳出については、過小計上とならないような条件）での算定に努めています。 

 

（２）財政収支見通し策定における前提条件 ＜資料１・資料２＞ 

 財政収支見通し策定期間は、令和５年度から令和14年度までの10年間です。 

歳入歳出の積算は、令和４年度決算額及び令和５年度予算額等を基準に、一般財源

ベースでの計上としています。 

投資的経費等は、各部で策定した事業計画等を基に計上し、今後想定される大きな

事業等の経費も計上しています。 

また、その他の経常的な歳入、歳出の項目や推計が困難な項目は、決算額又は予算

額等を参考にした推計額をもって計上しています。 

 ※前提条件の前年度変更内容は、＜資料１＞を参照してください。 

 

【歳入】 

地方税（市税）は、令和５年度決算見込み額をベースとする算定基準で算出してい

ます。令和６年度以降は、市民税（個人）については毎年度の推計人口を乗じて算出

し、固定資産税は評価替え（令和６年・９年・12年）を見込んで算出しています。評

価替えによる固定資産税の減少率は、令和４年度決算ベースの△0.74％としています。

その結果、令和５年度～令和13年度の９年間の累計比較では、前年度比15億5,700万

円の増額を見込んでいます。（※以後、前年度比の値は令和５年度～令和13年度の９

年間の累計比較によるものとします。） 

地方交付税は、普通交付税において、令和５年度決算見込み額をベースとする算定

基準で令和６年度以降を算出しています。また、令和２年度国調人口を反映した令和

３年度普通交付税の算出結果より、国調人口の減少による交付額への影響が少ないこ

とから、人口を測定単位とした項目の増減を加味せずに算定しています。特別交付税

は、各年度で14億円を見込み、臨時財政対策債は、制度が継続されると想定して、各

年度で１億3,000万円を見込んでいます。その結果、臨時財政対策債を含む地方交付

税等では、前年度比９億9,400万円の増額を見込んでいます。 

税交付金は、令和５年度決算見込み額をベースとする算定基準で令和６年度以降を

算出しています。 
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【歳出】 

人件費は、令和５年度人事院勧告に準じた引上げ分と令和６年度以降に会計年度任

用職員に係る勤勉手当を見込み、前年度比35億800万円の増額となっています。 

扶助費・維持補修費は、令和６年度以降は令和５年度決算見込み額に一般財源比率

を乗じ見込んでいます。 

公債費は、投資的経費の増額があり、臨時財政対策債の発行を見込み全体では前年

度比７億5,100万円の増額を見込んでいます。 

投資的経費は、各事業計画の見直しや今後想定される新たな事業を見込み、基金の

取崩しや起債の借入れを見込んだ結果、前年度比５億9,100万円の増額となっています。 

物件費は、前年度比12億600万円の増額を見込み、補助費等は、前年度比14億9,300

万円の減額を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8



（３）財政状況の見通し ＜資料３＞ 

① 収支状況 

令和４年度決算額及び令和５年度予算額等を基準にした現状によるシミュレーシ

ョンでは、歳入の累計額（R5～R14の10年間）が2,266億4,000万円、また歳出累計額

が2,260億8,900万円となり、10年間の収支の単純累計額は、５億5,100万円の黒字と

なります。 

単年度では令和10年度以降で収支不足となり、令和14年度までに累計26億1,700万

円の赤字を見込んでいます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収支及び財政調整基金残高の状況 
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  ② 基金残高 

基金残高は、令和５年度の168億円に対し、令和14年度は108億4,100万円を見込み、

59億5,900万円の減額となる見込みです。 

財政調整基金の残高では、令和５年度の52億900万円に対し、令和14年度は28億

9,200万円になる見込みであり、令和10年度以降の赤字分の補てん等により、23億

1,700万円の減額を見込んでいます。 

その他の基金の残高では、令和５年度の103億7,700万円に対し、令和14年度は66

億5,700万円になる見込みであり、今後想定される新たな事業の財源として取崩しを

予定し、37億2,000万円の減額を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 実質公債費比率と市債残高 

実質公債費比率は、平成20年度の16.3％をピークに平成25年度以降は10％を下回

っており、令和５年度以降も10％を下回る見込みとなっていますが、令和９年度よ

り徐々に増加する見込みです。 

これは、投資的経費の縮減に伴う市債発行の抑制等を重点的に見込んでいるもの

の、普通交付税措置の低い市債借入の増加等を見込み算定した結果です。 

市債残高は、なだらかに減少して、令和14年度では243億3,900万円となる見込み

です。 
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（４）その他の変動要因等 

財政環境の悪化等その他の変動要因として、今後の景気動向や人口減少による市税

収入の減少、物価変動による支出の増加、社会保障関連経費の増加等についても財政

運営に大きな影響を及ぼすと推測されます。 

しかし、大幅な経済情勢の悪化など、大きく変動する財政状況を的確に反映させる

ことは困難であり、不確定な根拠に基づく積算は適切でないため、一定条件下での算

定とし、長期的な影響額としては算定を行っていません。 

決算等で明らかになり次第、詳細を把握し将来的な財政への影響額を検証し、今後

の財政収支見通しの中で反映させていく予定です。 

 

（５）今後の財政運営と課題  

収支見通しでは、令和10年度には収支不足が起こり、令和10年度以降も引き続き財

政調整基金の取崩しが必須となる見込みです。 

しかし、基金繰入金での対応にも限界があり、さらに前述の変動要因が影響した場

合には、歳入減や歳出増となり、収支が大幅に悪化する恐れもあります。 

今後も、収支見通しを指針として、絶えず軌道修正を加えながら、財政健全性の維

持に努めていく必要があります。 

さらには、収支不足の解消に向け、第３次丹波市行政改革アクションプランに基づ

いた具体的な取組を実行してまいります。 
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、
1.
3億

円
（
令
和
５
年
度
決
定
数
値
）
を
見
込
む
。

【
特
別
交
付
税
】

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

・
令
和
６
年
度
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
算
出
す
る
。

・
地
方
交
付
税
総
額
に
占
め
る
割
合
に
つ
い
て
、
今
後
も
６
％
が
継
続
さ
れ
る
こ
と
と
し
て
14
億
円
を
見
込
む
。

【
臨
時
財
政
対
策
債
】

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

・
令
和
６
年
度
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
算
出
す
る
。

・
令
和
７
年
度
以
降
は
制
度
が
継
続
さ
れ
る
も
の
と
し
て
見
込
む
。

99
4

11
0

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
）

。
・

令
和

５
年

度
以

降
は

令
和

４
年

度
数

値
を

基
に

算
出

す
る
。
た
だ
し
、
森
林
環
境
譲
与
税
に
つ
い
て
は
譲
与
割
合
か

ら
算

出
す

る
。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
算
出
す
る
。
た
だ
し
、
森
林
環
境
譲
与
税
に
つ
い
て
は
譲
与
割
合
か

ら
算
出
す
る
。

▲
 4
5

▲
 5

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
）

。
・

令
和

５
年

度
以

降
は

令
和

４
年

度
数

値
を

基
に

算
出

す
る
。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
算
出
す
る
。

▲
 9

▲
 1

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
）

。
・

令
和

５
年

度
以

降
は

令
和

４
年

度
数

値
を

基
に

算
出

す
る
。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
算
出
す
る
。

1,
17
0

13
0

・
前

年
度

の
収

支
に

黒
字

が
あ

る
場

合
に

計
上

す
る

。
・
前
年
度
の
収
支
に
黒
字
が
あ
る
場
合
に
計
上
す
る
。

98
6

11
0

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
）

。
・

令
和

５
年

度
以

降
は

令
和

４
年

度
数

値
を

基
に

算
出

す
る
。

・
使

用
料

、
手

数
料

、
財

産
収

入
、

繰
越

金
、

繰
入

金
、
補
助
金
等
に
加
え
、
諸
収
入
（
中
小
企
業
融
資
資
金
預
託
金

元
金

収
入

３
億

円
）

を
見

込
む

。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
算
出
す
る
。

・
使
用
料
、
手
数
料
、
財
産
収
入
、
繰
越
金
、
繰
入
金
、
補
助
金
等
に
加
え
、
諸
収
入
（
中
小
企
業
融
資
資
金
預
託
金

元
金
収
入
３
億
円
）
を
見
込
む
。

▲
 3
78

▲
 4
2

4,
27
5

47
5

区
分

人
口

推
計

・
歳

入
・

歳
出

項
目

人
口

推
計

地
方

税

地
方

譲
与

税

地
方

交
付

税
等

地
方

特
例

交
付

金
交

通
安

全
対

策
特

別
交

付
金

税
交

付
金

歳
計

剰
余

金
処

分
額

そ
の

他
の

収
入

歳
入

計

12



資
料

１
　

　
令

和
５

年
度

 
財

政
収

支
見

通
し

の
前

提
条

件
（

前
年

度
と

の
比

較
・

変
更

内
容

）
単

位
：

百
万

円

R
4
財

政
収

支
見

通
し

（
前

提
条

件
変

更
の

内
容

）
R
5
財

政
収

支
見

通
し

（
前

提
条

件
変

更
の

内
容

）
R
5
～

R
1
3

増
減

額
（

累
計

）

R
5
～

R
1
3

増
減

額
（

単
年

度
平

均
）

区
分

人
口

推
計

・
歳

入
・

歳
出

項
目

・
令

和
３

年
度

決
算

数
値

、
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
（
９
月
補
正
時
点
・
一
般
財
源
ベ
ー
ス
）
を
基
に
、
各
年
度
の

採
用

計
画

及
び

退
職

者
数

の
見

込
み

に
よ

り
積

算
す

る
。

・
議

員
定

数
20
名

、
令

和
７

年
度

以
降

は
18
名

・
職

員
数

は
令

和
４

年
度

数
値

を
基

に
、

第
３

次
定

員
適
正
化
計
画
に
基
づ
い
て
算
出
し
、
令
和
２
年
度
以
降
は
会
計

年
度

任
用

職
員

の
任

用
を

見
込

む
。

・
令

和
６

年
度

以
降

は
定

年
延

長
後

の
60
歳

以
上

の
職
員
の
人
件
費
を
見
込
む
。

・
令
和
４
年
度
決
算
数
値
、
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
・
一
般
財
源
ベ
ー
ス
）
を
基
に
、
各
年
度
の

採
用
計
画
及
び
退
職
者
数
の
見
込
み
に
よ
り
積
算
す
る
。

（
令
和
５
年
度
人
事
院
勧
告
に
準
じ
た
引
上
げ
分
を
見
込

む
。
）

・
議
員
定
数
20
名
、
令
和
７
年
度
以
降
は
18
名

・
職
員
数
は
令
和
５
年
度
数
値
を
基
に
、
第
３
次
定
員
適
正
化
計
画
に
基
づ
い
て
算
出
し
、
令
和
２
年
度
以
降
は
会
計

年
度
任
用
職
員
の
任
用
を
見
込
む
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
定
年
延
長
後
の
60
歳
以
上
の
職
員
の
人
件
費
及
び
会
計
年
度
任
用
職
員
の
勤
勉
手
当
に
係
る
人

件
費
を
見
込
む
。

3,
50
8

39
0

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
・

総
額
ベ
ー
ス
）
に
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
る
。

・
令

和
５

年
度

以
降

は
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
額

を
基
に
、
人
口
の
増
減
率
と
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗

じ
て

見
込

む
。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
・
総
額
ベ
ー
ス
）
に
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
る
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
額
を
基
に
、
人
口
の
増
減
率
と
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗

じ
て
見
込
む
。

▲
 4
70

▲
 5
2

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

と
す

る
（

９
月

補
正

時
点
・
一
般
財
源
ベ
ー
ス
）
。

・
臨

時
財

政
対

策
債

は
全

額
発

行
と

し
て

見
込

む
。

・
合

併
特

例
債

は
令

和
６

年
度

ま
で

に
限

度
額

全
額

発
行
と
し
て
見
込
む
。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
と
す
る
（
９
月
補
正
時
点
・
一
般
財
源
ベ
ー
ス
）
。

・
臨
時
財
政
対
策
債
は
全
額
発
行
と
し
て
見
込
む
。

・
合
併
特
例
債
は
令
和
６
年
度
ま
で
に
限
度
額
全
額
発
行
と
し
て
見
込
む
。

75
1

83

【
事

業
内

容
】

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

。
 （

９
月

補
正

時
点
+前

年
度
繰
越
分
）

・
令

和
５

年
度

以
降

は
以

下
の

と
お

り
　

○
合

併
特

例
債

の
主

な
事

業
  
  
公

共
交

通
バ

ス
対

策
事

業
、

国
庫

交
付

金
等

道
路

整
備
事
業
、
小
学
校
統
合
準
備
事
業
　
等

　
○

合
併

特
例

債
以

外
の

主
な

事
業

  
  
本

庁
舎

管
理

事
業

、
分

庁
舎

管
理

事
業

、
山

南
支

所
管
理
事
業
、
市
島
複
合
施
設
整
備
事
業
、

  
  
氷

上
住

民
セ

ン
タ

ー
管

理
事

業
、

柏
原

住
民

セ
ン

タ
ー
管
理
事
業
、
青
垣
住
民
セ
ン
タ
ー
管
理
事
業
、

  
  
山

南
住

民
セ

ン
タ

ー
管

理
事

業
、

ラ
イ

フ
ピ

ア
い

ち
じ
ま
管
理
事
業
、
山
南
中
央
公
園
移
転
整
備
事
業
、

　
　

非
常

備
消

防
施

設
整

備
事

業
、

斎
場

管
理

運
営

事
業
、
ア
フ
タ
ー
ス
ク
ー
ル
事
業
、
林
業
補
助
金
交
付
事
業
、

　
　

道
路

保
全

事
業

、
国

庫
交

付
金

等
道

路
整

備
事

業
、
市
単
独
道
路
整
備
事
業
、
橋
り
ょ
う
長
寿
命
化
事
業
、

　
　

河
川

改
良

事
業

、
市

営
住

宅
長

寿
命

化
事

業
、

水
道
事
業
、
小
学
校
施
設
整
備
事
業
　
等

 【
総

額
ﾍﾞ
ｰｽ
の

事
業

費
】

　
R4
～

R1
3の

総
額

45
1.
6億

 （
一

般
財

源
ベ

ー
ス

で
は
81
.5
億
）

　
 　

R4
：

72
.0
億

、
R5
：

40
.6
億

、
R6
：

64
.6
億

、
R7
：
54
.4
億
、
R8
：
39
.0
億
、

  
  
 R
9：

42
.4
億

、
R1
0：

39
.3
億

、
R1
1：

40
.5
億
、
R1
2：

36
.1
億
、
R1
3：

22
.7
億

【
合

併
特

例
債

発
行

見
込

額
（

下
水

道
処

理
状

況
管

理
装
置
・
水
道
統
合
分
含
む
）
　
H1
6～

R6
】

　
ハ

ー
ド

事
業

発
行

限
度

額
38
9.
4億

円
＋

基
金

積
立
分
38
億
円
＝
42
7.
4億

円
　

ハ
ー

ド
事

業
分

H1
6～

R3
実

績
値

　
36
6.
5億

円
、

 R
4～

R6
（
予
定
）
 2
2.
9億

円

【
事
業
内
容
】

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
。
 （

９
月
補
正
時
点
+前

年
度
繰
越
分
）

・
令
和
６
年
度
以
降
は
以
下
の
と
お
り

　
○
合
併
特
例
債
の
主
な
事
業

  
  
福
祉
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備
事
業
、
小
学
校
施
設
整
備
事
業
、
市
単
独
道
路
整
備
事
業
　
等

　
○
合
併
特
例
債
以
外
の
主
な
事
業

  
  

本
庁
舎
管
理
事
業
、
分
庁
舎
管

理
事
業
、
本
庁
第
２
庁
舎
管
理
事
業
、
山
南
支
所
管
理
事
業
、

　
　
市
島
複
合
施
設
整
備
事
業
、
氷
上
住
民
セ
ン
タ
ー
管
理
事
業
、
柏
原
住
民
セ
ン
タ
ー
管
理
事
業
、

　
　
青
垣
住
民
セ
ン
タ
ー
管
理
事
業
、
山
南
住
民
セ
ン
タ
ー
管
理
事
業
、
ラ
イ
フ
ピ
ア
い
ち
じ
ま
管
理
事
業
、

　
　
山
南
中
央
公
園
移
転
整
備
事
業
、
福
祉
セ
ン
タ
ー
施
設
整
備
事
業
、
非
常
備
消
防
施
設
整
備
事
業
、

　
　
斎
場
管
理
運
営
事
業
、
道
路
保
全
事
業
、
国
庫
交
付
金
等
道
路
整
備
事
業
、
市
単
独
道
路
整
備
事
業
、

　
　
橋
り
ょ
う
長
寿
命
化
事
業
、
河
川
改
良
事
業
、
消
防
通
信
事
業
、
小
学
校
施
設
整
備
事
業
、

　
　
指
定
管
理
者
導
入
施
設
管
理
事
業
、
丹
波
竜
活
用
事
業
、
一
般
管
理
事
業
　
等

 【
総
額
ﾍﾞ
ｰｽ
の
事
業
費
】

　
R5
～
R1
4の

総
額
46
0.
2億

 （
一
般
財
源
ベ
ー
ス
で
は

86
.5
億

）
　
 　

R5
：
41
.5
億
、
R6
：
59
.9
億
、
R7
：
69
.4
億
、
R8
：
49
.4
億
、
R9
：
49
.6
億
、

  
  
 R
10
：
45
.2
億
、
R1
1：

47
.2
億
、
R1
2：

38
.7
億
、
R1
3：

27
.1
億
、
R1
4：

32
.2
億

【
合
併
特
例
債
発
行
見
込
額
（
下
水
道
処
理
状
況
管
理
装
置
・
水
道
統
合
分
含
む
）
　
H1
6～

R6
】

　
ハ
ー
ド
事
業
発
行
限
度
額
38
9.
4億

円
＋
基
金
積
立
分
38
億
円
＝
42
7.
4億

円
　
ハ
ー
ド
事
業
分
H1
6～

R4
実
績
値
　

38
4.
0億

円
、
 R
5～

R6
（
予
定
）
 5
.4
億
円

59
1

66

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
・

総
額
ベ
ー
ス
）
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
る
。

・
令

和
５

年
度

以
降

は
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
額

を
基
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
て
見
込
む
。

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
・
総
額
ベ
ー
ス
）
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
る
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
額
を
基
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
て
見
込
む
。

▲
 1
,4
11

▲
 1
57

・
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
（

９
月

補
正

時
点

・
総

額
ベ
ー
ス
）
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
を
乗
じ
る
。

・
令

和
５

年
度

以
降

は
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
を

基
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
て
見
込
む
。

・
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
・
総
額
ベ
ー
ス
）
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
を
乗
じ
る
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
を
基
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
て
見
込
む
。

1,
20
6

13
4

・
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
（

９
月

補
正

時
点

・
総

額
ベ
ー
ス
）
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
を
乗
じ
る
。

・
令

和
５

年
度

以
降

は
令

和
４

年
度

決
算

見
込

み
を

基
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
て
見
込
む
。

　
ま

た
上

下
水

道
事

業
へ

の
繰

出
金

は
各

事
業

に
お

け
る
収
支
計
画
を
基
に
見
込
む
。

・
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
・
総
額
ベ
ー
ス
）
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
を
乗
じ
る
。

・
令
和
６
年
度
以
降
は
令
和
５
年
度
決
算
見
込
み
を
基
に
、
過
去
５
箇
年
の
一
般
財
源
比
率
を
乗
じ
て
見
込
む
。

　
ま
た
上
下
水
道
事
業
へ
の
繰
出
金
は
各
事
業
に
お
け
る
収
支
計
画
を
基
に
見
込
む
。

▲
 1
,4
93

▲
 1
66

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

ベ
ー

ス
で

積
立

、
取

崩
を
見
込
む
。

・
令

和
５

年
度

以
降

の
主

な
積

立
、

取
崩

は
以

下
の

と
お
り
見
込
む
。

　
【

積
立

】
学

校
等

整
備

基
金

：
R5
:約

2.
9億

円
、

R6
:約

2.
9億

円
、
R7
以
降
：
1.
3億

円
  
  
  
  
  
情

報
基

盤
整

備
基

金
：

毎
年

0.
8億

円
　

【
取

崩
】

地
域

振
興

基
金

：
毎

年
４

億
円

　
　

　
　

　
学

校
等

整
備

基
金

：
R5
：

約
1.
6億

円
、
R6
：
2.
4億

円
、
R7
：
5.
6億

円
、
R8
：
1.
3億

円
、

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
R9
：

約
0.
6億

円
、
R1
1：

0.
2億

円
、
R1
2：

約
３
億
円

　
　

　
　

　
情

報
基

盤
整

備
基

金
：

R5
：

1.
9億

円
、
R6
：
約
0.
2億

円
、
R7
：
約
2.
3億

円
、
R8
：
２
億
円
、

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

R1
0：

1.
5億

円

・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
ベ
ー
ス
で
積
立
、
取
崩
を
見
込
む
。

・
令
和
６
年
度
以
降
の
主
な
積
立
、
取
崩
は
以
下
の
と
お
り
見
込
む
。

　
【
積
立
】

学
校
等
整
備
基
金
：
R6

：
2.
3億

円
、
R7
：
2.
1億

円
、
R8
：
1.
1億

円
、
R9
：
1.
1億

円
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
R1
0：

0.
7億

円
、
R1
1：

2.
0億

円
、
R1
2：

1.
3億

円
、
R1
3：

0.
7億

円
  
  
  
  
  
情
報
基
盤
整
備
基
金
：
R6
：
0.
8億

円
、
R7
以
降
：
1.
0億

円
　
【
取
崩
】

地
域
振
興
基
金
：
毎
年

４
億
円

　
　
　
　
　
学
校
等
整
備
基
金
：
R6
：
約
2.
8億

円
、
R7
：
約
6.
0億

円
、
R8
：
約
1.
6億

円
、
R9
：
約
1.
1億

円
、

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
R1
0：

約
0.
3億

円
、
R1
1：

約
0.
5億

円
、
R1
2：

約
3.
7億

円
、
R1
3：

約
1.
5億

円
　
　
　
　
　
情
報
基
盤
整
備
基
金
：
R6
：
約
2.
3億

円
、
R7
：
約
2.
3億

円
、
R1
0：

1.
5億

円

▲
 5
3

▲
 6

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
）

。
・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
。

45
2

50

・
令

和
４

年
度

は
決

算
見

込
み

（
９

月
補

正
時

点
）

（
投
資
及
び
出
資
金
の
中
小
企
業
融
資
資
金
預
託
金
３
億
円
を
一

般
財

源
で

見
込

む
）

。
・
令
和
５
年
度
は
決
算
見
込
み
（
９
月
補
正
時
点
）
（
投
資
及
び
出
資
金
の
中
小
企
業
融
資
資
金
預
託
金
３
億
円
を
一

般
財
源
で
見
込
む
）
。

23
8

26

3,
31
9

36
9

人
件

費

積
立

金

繰
出

金

そ
の

他

歳
出

計

扶
助

費

公
債

費

投
資

的
経

費

維
持

補
修

費

物
件

費

補
助

費
等
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資
料

２
　

昨
年

度
と

の
比

較
（
R

5
財

政
収

支
見

通
し

 －
 R

4
財

政
収

支
見

通
し

）
  

（単
位

：百
万

円
）

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
1
0

R
1
1

R
1
2

R
1
3

R
5
～

R
1
3
計

1
7
3

1
7
3

1
7
1

1
7
1

1
8
3

1
7
1

1
7
2

1
7
2

1
7
1

1
,
5
5
7

△
 
9
0

△
 
3

4
9

1
5
9

1
5
9

1
8
0

1
9
2

1
7
0

1
7
8

9
9
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
4
4

△
 
1
,
2
9
6

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
5

△
 
4
5

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
1

△
 
9

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
3
0

1
,
1
7
0

1
0
7

1
0
7

1
0
7

1
0
7

1
0
7

1
0
7

1
0
7

1
0
7

1
0
7

9
6
3

8
3
1

1
0
6

4
4
3

△
 
3
5

△
 
2
1
1

△
 
1
4
9

0
0

0
9
8
6

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
4
2

△
 
3
7
8

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
9

△
 
8
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0

9
9
6

3
5
8

7
4
5

3
7
7

2
1
3

2
8
4

4
4
6

4
2
4

4
3
1

4
,
2
7
5

4
5
4

5
5
7

4
9
6

4
8
9

4
3
5

3
7
1

3
1
1

2
2
0

1
7
5

3
,
5
0
8

6
△

 
5
9

△
 
5
9

△
 
5
9

△
 
5
9

△
 
6
0

△
 
6
0

△
 
6
0

△
 
6
0

△
 
4
7
0

1
9
2

△
 
7
8

△
 
6
7

3
9

9
2

1
0
8

1
3
6

1
5
5

1
7
4

7
5
1

1
1
1

△
 
2
3
3

4
3
3

2
4
1

5
2

4
△

 
2
5

1
6

△
 
8

5
9
1

△
 
1
5
5

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
5
7

△
 
1
,
4
1
1

1
5
8

1
3
1

1
3
1

1
3
1

1
3
1

1
3
1

1
3
1

1
3
1

1
3
1

1
,
2
0
6

△
 
1
6
1

△
 
1
8
5

△
 
1
5
6

△
 
1
5
6

△
 
1
6
7

△
 
1
6
7

△
 
1
6
7

△
 
1
6
7

△
 
1
6
7

△
 
1
,
4
9
3

う
ち

水
道

会
計

（
法

適
用

）
1

△
 
4
4

0
0

0
0

0
0

0
△

 
4
3

う
ち

下
水

道
会

計
（

法
適

用
）

1
2
7

0
0

0
0

0
0

0
6

1
3
3

う
ち

一
部

事
務

組
合

1
8

1
8

1
8

1
8

1
8

1
8

1
8

1
8

1
8

1
6
2

2
1
8

△
 
1
2
0

7
9

△
 
2
0

△
 
4
5

△
 
8
5

4
5

△
 
2
5

△
 
1
0
0

△
 
5
3

基
金

利
子

分
等

2
1
8

△
 
1
2
0

7
9

△
 
2
0

△
 
4
5

△
 
8
5

4
5

△
 
2
5

△
 
1
0
0

△
 
5
3

歳
計

剰
余

金
処

分
額

の
１

／
２

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

4
9

5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

5
1

5
1

5
1

4
5
2

1
6

1
6

1
6

1
6

1
7

1
7

1
6

1
7

1
7

1
4
8

8
8

8
9

9
8

8
9

8
7
5

1
8

1
0

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

3
0

2
3
8

8
9
0

△
 
8
4

7
8
1

5
8
8

3
6
2

2
2
5

2
9
5

1
9
4

6
9

3
,
3
1
9

A
1
0
6

4
4
2

△
 
3
5

△
 
2
1
1

△
 
1
4
9

5
9

1
5
1

2
3
0

3
6
3

9
5
5

B
0

0
0

0
0

△
 
5
9

△
 
1
5
1

△
 
2
3
0

△
 
3
6
3

△
 
8
0
3

C
1
0
6

4
4
2

△
 
3
5

△
 
2
1
1

△
 
1
4
9

0
△

 
0

△
 
0

△
 
0

1
0
6

4
4
2

△
 
3
5

△
 
2
1
1

△
 
1
4
9

0
△

 
0

△
 
0

△
 
0

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
4
4
1

△
 
2
.
2

△
 
2
.
2

△
 
2
.
3

△
 
2
.
3

△
 
2
.
3

△
 
2
.
4

△
 
2
.
4

△
 
2
.
5

△
 
2
.
5

1
,
0
5
8

8
2
4

8
8
3

1
,
0
8
8

9
4
1

8
5
3

9
2
0

9
7
2

1
,
0
2
8

△
 
3
2
6

△
 
3
1
7

△
 
3
0
8

△
 
2
9
3

△
 
3
0
0

△
 
2
6
6

△
 
1
5
5

4
0

3
7
9

△
 
2

0
2

5
3

△
 
2

△
 
1
1

△
 
2
0

△
 
2
8

1
,
3
8
6

1
,
1
4
1

1
,
1
8
9

1
,
3
7
6

1
,
2
3
8

1
,
1
2
1

1
,
0
8
6

9
5
2

6
7
7

△
 
9
4
5

△
 
9
4
2

2
7
4

1
,
0
3
2

1
,
4
2
0

1
,
8
4
0

2
,
1
5
2

2
,
3
5
7

2
,
5
2
0

△
 
0
.
1

△
 
1
.
6

△
 
1
.
7

△
 
1
.
7

△
 
0
.
4

△
 
0
.
4

△
 
0
.
3

△
 
0
.
1

0
.
0

1
1
3

2
2
0

2
5
1

3
6
1

3
8
2

3
8
1

3
9
3

3
9
2

3
7
9

△
 
3
.
8

△
 
0
.
3

△
 
0
.
7

△
 
0
.
7

△
 
0
.
8

△
 
1
.
1

△
 
1
.
3

△
 
1
.
6

△
 
1
.
9

経
常

収
支

比
率

う
ち

減
債

基
金

そ
の

他
基

金

市
債

残
高

実
質

公
債

費
比

率
（

３
カ

年
平

均
）

標
準

財
政

規
模

（
臨

財
債

発
行

可
能

額
含

み
）

再
差

引
（

Ａ
+

Ｂ
）

歳
計

剰
余

金
処

分
額

（
C
が

黒
字

の
場

合
）

累
計

（
実

質
収

支
）

実
質

収
支

比
率

積
立

基
金

残
高

う
ち

財
政

調
整

基
金

う
ち

国
保

会
計

う
ち

介
護

会
計

そ
の

他

歳
出

計

歳
入

歳
出

差
引

基
金

取
崩

額

投
資

的
経

費

維
持

補
修

費

物
件

費

補
助

費
等

積
立

金

繰
出

金

そ
の

他
の

収
入

う
ち

土
地

売
払

収
入

歳
入

計

人
件

費

扶
助

費

公
債

費

臨
財

債
発

行
抑

制
額

（
発

行
額

－
発

行
可

能
額

）

税
交

付
金

う
ち

地
方

消
費

税
交

付
金

歳
計

剰
余

金
処

分
額

地
方

税

地
方

交
付

税
等

う
ち

臨
財

債
発

行
可

能
額

地
方

譲
与

税

地
方

特
例

交
付

金

14



資
料
３
　
令
和
５
年
度
　
財
政
収
支
見
通
し
（
普
通
会
計
一
般
財
源
ベ
ー
ス
）
　
　
現
状
に
基
づ
く
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

（単
位
：百
万
円
）

R4
決

算
R5

R6
R7

R8
R9

R1
0

R1
1

R1
2

R1
3

R5
～

R1
3計

R1
4

R5
～

R1
4計

8,
19
4

8,
10
6

8
,
05
6

8,
02
6

7,
99
7

7,
96
0

7,
91
9

7,
89
2

7,
84
1

7,
80
9

71
,6
06

7,
77
9

79
,3
85

12
,1
7
0

1
1,
78
6

11
,
8
00

11
,7
20

11
,6
36

11
,6
51

11
,4
06

11
,0
17

10
,5
90

10
,1
70

10
1,
77
6

9,
89
8

11
1,
67
4

2
74

13
0

1
3
0

13
0

13
0

13
0

13
0

13
0

13
0

13
0

1,
17
0

13
0

1,
30
0

4
44

43
6

4
5
8

45
8

45
8

45
8

45
8

45
8

45
8

45
8

4,
10
0

45
8

4,
55
8

66
6
3

63
63

63
63

63
63

63
63

56
7

63
63
0

1,
83
3

1,
93
4

1
,
93
4

1,
93
4

1,
93
4

1,
93
4

1,
93
4
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付
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交

付
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う
ち
地
方
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費
税
交
付
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計

剰
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処
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額
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収
入

う
ち

土
地

売
払

収
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行
抑

制
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能
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収
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う
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比
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３
カ

年
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政
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臨

財
債

発
行

可
能

額
含

み
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経
常

収
支

比
率
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